
個人情報の取扱いに関する基本方針 

 

 

1. 基本方針 

JR 東日本不動産株式会社（以下、「当社」と記載します。）は、個人情報（生存する個人に関する情報

であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述により特定の個人が識別することができるものま

たは個人識別符号を含むものをいいます。）の保護に関する法令等及び社内規程を遵守し、当社で取り扱

う個人情報の取得及び利用を適正に行うとともに、個人情報を安全かつ最新の状態で管理し、適正に廃棄す

ることで、個人情報を保護します。 

2. 組織活動 

（1） 個人情報の保護に関する法令等を遵守します。 

（2） 個人情報の取扱いに関する社内規程を制定し、これを遵守します。 

（3） 個人情報が適正に取り扱われているかどうか、定期的にチェックを行い、問題がある場合には改善

します。 

（4） 当社グループ会社、取引のある団体・個人等に対して、社内規程の目的達成のための協力を要請し

ます。 

（5） 本基本方針は、当社のウェブサイト（URL：https://www.jre-re.co.jp）に掲載することなどにより、

いつでも閲覧可能な状態とします。 

 

3. 個人情報の取扱いについて 

当社は、個人情報について、法令により例外として取り扱うことが認められている場合を除き、以下の

通り取り扱うものとします。 

（1） 社内体制の整備 

当社は、個人情報ごとに管理者を配置し、適正な管理を行います。 

（2） 個人情報の取得 

当社は、個人情報の取得にあたって、その利用目的を明らかにして、適正な方法で取得します。 

（3） 個人情報の利用 

当社は、個人情報の利用にあたって、個人情報保護の重要性を強く認識し、その利用目的の範囲内

で利用します。 

（4） 個人情報の適正な管理 

当社は、個人情報の管理にあたって、必要な安全対策を実施します。 

（5） 本人の権利の尊重 

当社は、個人情報に関する本人の権利を尊重し、その情報に関して、開示、訂正、利用停止等を求

められたときは、合理的な期間、法令等で定められた範囲内で対応します。 

（6） 個人情報の取扱いの継続的な改善 

当社は、個人情報の取扱いにあたって、継続的にその改善に努めます。 

 

（※ 本基本方針における個人情報は、特定個人情報を含みます。） 

以上 



個人情報の取扱いに関する具体的な事項 

 

 

当社は、当社の業務を円滑に行うため、業務上必要となる個人情報を取得しますが、これらの個人情報

は「個人情報の取扱いに関する基本方針」のほか、以下のとおり取り扱います。 

 

1. 個人情報の利用目的 

当社が取得した個人情報の利用目的は次のとおりです。なお、当社は、業務の受委託に伴い、業務の受委

託先に必要な範囲で当社が取得した個人情報を提供することがあります。 

（1） お客さまから取得した個人情報の利用目的 

ア 商品・サービスの提供を含む契約の締結及び履行、契約後の管理並びに提供した商品・サービスの

アフターサービスの実施のため 

イ 商品・サービスの提供に必要な連絡のため 

ウ 商品・サービスに関する情報及びその他当社の事業活動に関する情報の案内のため 

エ 新商品・新サービス及びこれらを提供するソフトウェア、システム、設備、機器等の検討及び開発

のため 

オ 商品・サービスに関する料金の請求収納及び債権保全のため

カ 市場調査その他の調査研究のため 

キ 経営分析のため 

ク 懸賞、キャンペーン等の実施のため 

ケ 取引先との契約の締結及び履行並びに契約後の管理のため

コ CSR（企業の社会的責任）に関する活動のため 

サ お客さまからのお問合せやご意見の受付及び回答のため

シ お客さま及び従業員のセキュリティの確保のため 

ス セキュリティの確保にかかるソフトウェア、システム、設備、機器等の検討及び開発のため

セ 施設、設備及び機器の保守管理並びにその利用状況の管理のため 

（2） 社員、採用応募者及び退職者並びにその家族等から取得した個人情報の利用目的

ア 採用関連情報の提供及び採用に関する業務のため 

イ 雇用管理（出向・転籍を含みます。）に関する業務のため

ウ 給与等の支払いに関する業務のため 

エ 福利厚生等に関する業務のため

オ 健康管理等に関する業務のため

カ 退職後の諸手続きのため 

キ 法令上必要な諸手続き及び連絡等のため 
ク その他、業務上必要な諸手続き及び連絡等のため 

（3） 特定個人情報の利用目的 

ア 健康保険及び雇用保険等に関する事務のため

イ 厚生年金及び国民年金等に関する事務のため 

ウ 給与、賞与及び年末調整等、所得税源泉徴収等に関する事務のため

エ 源泉徴収票、給与支払報告書等の作成及び提出に関する事務のため 



オ 社員持株会、社員預金、財形貯蓄、企業年金等に関する事務のため

カ 法定の支払調書等の作成及び提出に関する事務のため 

キ その他、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 

25 年法律第 27 号。以下、「番号法」といいます。）等に定める事務のため 

 

2. 個人情報の第三者提供 

（1） 当社は、前項に記載した個人情報の利用目的に該当する場合または次のいずれかに該当する場合を

除き、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個人情報を第三者に提供しません。 

ア 法令に基づく場合 
イ 人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難

であるとき 

ウ 公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき 

エ 国の機関若しくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに

対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及

ぼすおそれがあるとき 

（2） 前号にかかわらず、当社は、前項に記載した特定個人情報の利用目的に該当する場合または番号法

に定める場合を除き、特定個人情報を第三者に提供しません。 

 

3. 個人情報の開示等の手続き 

当社が保有する個人情報について、個人情報の本人が開示等を希望される場合、当社は、必要な本人確認

手続き等を行った上で、合理的な期間、法令等に定められた範囲内で対応します。なお、利用の停止また

は消去に伴い、サービスの提供ができなくなることがあります。また、関係法令に基づき保有する個人情

報については、利用の停止または消去の請求に応じられない場合があります。 

（1） 開示等の内容 

ア 利用目的の通知（有料）

イ 開示（有料） 

ウ 内容の訂正、追加または削除

エ 利用の停止または消去 

オ 第三者への提供の停止 

（2） 開示等の請求手続き 

開示等を請求される場合は、当社所定の開示等請求書に必要事項を記入し、本人確認書類及び手数

料を同封の上、当社個人情報受付窓口まで郵送によりお申し込みください。（注１）（ 注 2） 

● 開示等請求書（注 1） 

【開示請求書の書式】 

開示等請求書を郵送または FAX で取り寄せる場合は、氏名、住所または FAX 番号を当社個人情

報受付窓口までご連絡ください。 

● 本人確認書類（注 2） 

個人番号カード（表面のみ）、運転免許証、健康保険被保険者証、パスポート等（生年月日の表示が

あるものに限ります。）の写し 1 点を同封してください。 



● 手数料（注 3） 

利用目的の通知及び開示の請求については、本人限定受取郵便により結果を送付しますので、 

1 請求につき 1,000 円分の郵便切手を同封してください。 

● 開示等のご請求の宛先（注 4） 

〒160-0022 東京都新宿区新宿四丁目 1 番 6 号 JR 新宿ミライナタワー29F 

JR 東日本不動産株式会社 個人情報受付窓口 宛 

（注 1）これ以外の方法での請求は承りかねます。 

（注 2）請求者が本人以外の場合は、次の書類も必要となります。 

● 本人が開示等請求を行うことにつき委任した代理人の場合委任状など、代理権があることを確認で

きる書類 

● 法定代理人の場合（本人が未成年者または成年被後見人の場合に限ります。） 

戸籍謄本または成年後見登記事項証明書など、法定代理権があることを確認できる書類 

（注 3）手数料が過剰であった場合でも、差額は返却しません。手数料が不足していた場合及び手数料

が同封されていなかった場合は、その旨ご案内しますが、2 週間を経過してもお支払いがない場

合は、開示等を行わないことと決定し、手数料は返却しません。 

（注 4）開示等請求書の記載内容や必要な添付書類に不備があった場合は、その旨ご連絡申し上げ、再

請求をご案内しますが、2 週間を経過しても再請求がない場合は、開示等のご請求がなかったも

のとして取り扱い、手数料も返却しません。 

（3） 開示等のご請求の結果の通知方法 

開示等請求書に記載された請求者宛に、書面で郵便（本人限定受取郵便）により通知します。 ま

た、開示等を行わない場合、その理由を付記して郵便（本人限定受取郵便）により通知します。なお、通

知までに日数を要することがありますので、ご了承ください。 

（4） 開示等を行わない場合 

次のいずれかに該当する場合は開示等を行いません。また、手数料は返却しません。

ア 利用目的の通知 

利用目的が明らかな場合 

本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合会社の権利また

は正当な利益を害するおそれがある場合 

国の機関または地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場

合であって、当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

請求に係る保有個人データが存在しない場合請求者が所定の手数料を支払わない場合

イ 開示 

本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

会社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

他の法令等に違反することとなる場合 

他の法令等の規定により特別の手続きが定められている場合

請求に係る保有個人データが存在しない場合 

請求者が所定の手数料を支払わない場合

ウ 訂正、追加または削除 

保有個人データの内容が事実であった場合 



他の法令等の規定により特別の手続きが定められている場合

利用目的から見て訂正等が必要でない場合 

エ 利用の停止または消去 

あらかじめ特定した利用目的の達成に必要な範囲内で取り扱っている場合（違反を是正するために

必要な限度を超える場合を含みます。） 

適正な方法で取得している場合（違反を是正するために必要な限度を超える場合を含みます。） 多

額の費用を要する等、利用の停止または消去、提供の停止を行うことが困難な場合であって、本人

の権利利益を保護するために必要なこれに代わるべき措置をとる場合 

オ 第三者提供の停止 
あらかじめ本人の同意を得て提供している場合法令等に基づく場合 

人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難

であるとき 

公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるとき 

国の機関若しくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令等の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより、当該事務の遂行に支障を

及ぼすおそれがあるとき 

多額の費用を要する等、利用の停止または消去、提供の停止を行うことが困難な場合であって、本

人の権利利益を保護するために必要なこれに代わるべき措置をとる場合 

 

開示等のご請求により取得した個人情報は、開示等の手続きに必要な範囲内でのみ利用します。また、提

出いただいた書類は、適正に廃棄します。 

 

 

4. 個人情報に関するお問合せ等窓口 

当社が取得した個人情報の取扱いに関するご意見及びお問合せ等については、「個人情報受付窓口」ま

で、電話、メールまたは郵便によりご連絡ください。この方法以外（当社に直接お越しいただいた場合も

含みます。）によるお問合せ等には応じられませんので、ご了承ください。 

［個人情報受付窓口］ 

本窓口は個人情報の取扱いに関するお問合せ等の専用窓口となっています。個人情報以外のお問合せ

やご意見等は当社ホームページ上のお問合せ先よりお願いいたします。 

● 電話 

03-6384-1745 

受付時間 10 時～17 時［土日祝日、年末年始を除く］

電話番号はよくお確かめの上、おかけください。 

● メール（受付フォーム） 

個人情報に関するお問合せ等のメールはこちらまでお願いします（info@jre-re.co.jp） 

● FAX 

03-6384-1746 

● 郵送 



〒160-0022 東京都新宿区新宿四丁目 1 番 6 号 JR 新宿ミライナタワー29F 

JR 東日本不動産株式会社 個人情報受付窓口 宛 

 

 

以上 


